
図１　債務の資本振替（一般的な考え方） 
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図２　債権の現物出資（法的構成の考え方） 

債権と債務が混同により消滅（民法５２０条） 
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現物出資債権 

デデッットト・・エエククイイテティィ・・ススワワッッププにに係係るる税税務務上上のの留留意意点点

はは
じじ
めめ
にに

現
在
の
不
況
下
の
も
と
、
債

務
超
過
の
状
態
で
、
借
入
利
息

の
負
担
も
厳
し
い
企
業
も
多
い

と
思
わ
れ
る
。

さ
ら
に
そ
の
企
業
の
親
会
社

が
、
債
務
超
過
会
社
に
資
金
を

貸
し
付
け
て
い
る
場
合
も
多
々

あ
る
か
と
思
わ
れ
る
。

親
会
社
に
と
っ
て
は
、
子
会

社
の
債
務
超
過
状
態
を
解
消
さ

せ
て
、
さ
ら
に
借
入
利
息
負
担

を
減
少
さ
せ
た
い
と
思
い
、
デ

ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ

プ
（
以

下
「
Ｄ
Ｅ
Ｓ
」
と

い

う
。
）
を
検
討
す
る
こ
と
も
あ

る
で
あ
ろ
う
。

そ
こ
で
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
に
係
る
税

務
上
の
取
扱
い
を
検
討
す
る
。

��

ＤＤ
ＥＥ
ＳＳ
のの
概概
要要

１

Ｄ
Ｅ
Ｓ
と
は

Ｄ
Ｅ
Ｓ
と

は
、「
債

務
」
と

「
資
本
」
を
「
交
換
」
す
る
取

引
を
い
う
。

具
体
的
に
は
、
債
務
と
し
て

計
上
さ
れ
て
い
る
借
入
金
等

を
、
資
本
金
に
振
り
替
え
る
取

引
で
あ
る
。

２

Ｄ
Ｅ
Ｓ
取
引
の
法
的
構
成

会
社
法
の
規
定
に
お
い
て
、

債
務
を
直
接
資
本
金
に
振
り
替

え
る
制
度
は
存
在
し
な
い
。

よ
っ
て
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
に
よ
る
債

務
の
資
本
へ
の
振
替
は
、
会
社

法
上
次
の
よ
う
に
考
え
る
こ
と

に
な
る
。

�

債
権
者
か
ら
自
己
宛
債
権

の
現
物
出
資
を
受
け
る
。

�

現
物
出
資
に
よ
り
受
け
入

れ
た
自
己
宛
債
権
と
そ
の

債
権
に
対
応
す
る
債
務
が

混
同
に
よ
り
消
滅
す
る
。

こ
の
結
果
、
資
本
金
の
増
加

部
分
が
残
る
こ
と
に
な
る
。

��

会会
社社
法法
にに
おお
けけ
るる
検検
査査
役役
のの
調調
査査

１

原
則

Ｄ
Ｅ
Ｓ
取
引
の
法
的
構
成

は
、
前
述
の
と
お
り
、
債
権
の

現
物
出
資
で
あ
る
。

現
物
出
資
で
あ
れ
ば
、
資
本

充
実
の
原
則
か
ら
、
裁
判
所
が

選
任
す
る
検
査
役
の
調
査
を
受

け
る
必
要
が
あ
る
。（
会
社
法

２
０
７
①
）

２

特
例

検
査
役
の
調
査
の
特
例
と
し

て
、
現
物
出
資
財
産
が
、
発
行

会
社
に
対
す
る
金
銭
債
権
で
弁

済
期
限
が
到
来
し
て
い
る
も
の

で
あ
っ
て
、
そ
の
金
銭
債
権
に

つ
い
て
定
め
ら
れ
た
価
額
が
、

そ
の
金
銭
債
権
に
か
か
る
負
債

の
帳
簿
価
額
以
下
で
あ
る
と
き

は
、
検
査
役
の
調
査
は
省
略
さ

れ

る
。
（
会

社

法
２
０
７
⑨

五
）

��

法法
人人
税税
法法
のの
取取
扱扱
いい

１

債
務
者
側
の
取
扱
い

�

資
本
金
等
の
額
の
増
加
に

関
す
る
規
定

①
一
般
的
な
取
扱
い

Ｄ
Ｅ
Ｓ
取
引
は
法
的
構
成

上
、
現
物
出
資
の
形
態
と
な
る

た
め
、
新
株
発
行
取
引
と
な

る
。新

株
発
行
取
引
に
か
か
る
資

本
金
等
の
額
の
規
定
は
、
次
の

と
お
り
で
あ
る
。

「
株
式
の
発
行
又
は
自
己
の

株
式
の
譲
渡
を
し
た
場
合
に
、

払
い
込
ま
れ
た
金
銭
の
額
及
び

給
付
を
受
け
た
金
銭
以
外
の
資

産
の
価
額
そ
の
他
の
対
価
の
額

に
相
当
す
る
金
額
か
ら
、
そ
の

発
行
に
よ
り
増
加
し
た
資
本
金

の
額
又
は
出
資
金
の
額
を
減
算

し
た
金
額
（
法
人
税
法
施
行
令

８
①
一
）
」
が
、
そ
の
他
の
資

本
金
等
の
額
の
増
加
額
と
な

る
。現

物
出
資
の
場
合
に
は
、

「
給
付
を
受
け
た
金
銭
以
外
の

資
産
の
価
額
」
に
該
当
し
、
そ

の
資
産
の
価
額
を
基
準
と
し

て
、
資
本
金
等
の
額
を
計
算
す

る
こ
と
に
な
る
。

さ
ら
に
Ｄ
Ｅ
Ｓ
の
場
合

に

は
、
現
物
出
資
を
受
け
る
資
産

は
自
己
宛
債
権
で
あ
る
た
め
、

基
準
と
な
る
資
産
の
価
額
と

は
、
自
己
宛
債
権
の
現
在
価
値

（
時
価
）
で
あ
る
。

こ
の
場
合
現
物
出
資
を
受
け

る
自
己
宛
債
権
の
価
値
が
、
額

面
金
額
ど
お
り
で
あ
れ
ば
、
額

面
金
額
の
自
己
宛
債
権
を
取
得

し
、
額
面
金
額
相
当
額
の
資
本

金
等
の
額
が
増
加
し
、
さ
ら
に

混
同
に
よ
り
債
権
と
債
務
が
同

額
で
消
滅
す
る
こ
と
に
な
る
。

し
か
し
、
現
物
出
資
を
受
け

る
自
己
宛
債
権
の
価
値
が
、
額

面
金
額
未
満
で
あ
る
場
合
、
混

同
に
よ
り
消
滅
す
る
債
権
債
務

の
金
額
に
差
が
生
じ
、
そ
の
差

の
金
額
が
「
債
務
消
滅
益
」
と

し
て
、
課
税
の
対
象
に
な
る
。

具
体
的
に
は
、
２
、
０
０
０

万
円
の
額
面
の
債
権
に
つ
い

て
、
価
値
が
５
０
０
万
円
で
あ

れ
ば
、
債
権
と
し
て
現
物
出
資

を
受
け
る
金
額
も
５
０
０
万
円

で
あ
り
、
資
本
金
等
の
額
の
増

加
額
も
５
０
０
万
円
で
あ
る
。

し
か
し
混
同
に
よ
り
消
滅
す

る
債
務
は
２
、
０
０
０
万
円
で

あ
る
た
め
、
債
権
金
額
５
０
０

万
円
と
の
差
額
の
１
、
５
０
０

万
円
が
債
務
消
滅
益
と
し
て
計

上
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

②
適
格
現
物
出
資
の
取
扱
い

（
法
人
税
法
施
行
令
８
①
八
）

Ｄ
Ｅ
Ｓ
に
よ
る
現
物
出
資

が
、
適
格
現
物
出
資
に
当
た
る

場
合
に
は
、
現
物
出
資
を
す
る

法
人
の
現
物
出
資
直
前
の
帳
簿

価
額
か
ら
、
現
物
出
資
に
よ
り

増
加
し
た
資
本
金
の
額
を
控
除

し
た
金
額
が
、
そ
の
他
の
資
本

金
等
の
額
の
増
加
額
と
な
る
。

よ
っ
て
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
に
よ
り
増

加
す
る
資
本
金
等
の
額
を
、
現

物
出
資
を
す
る
債
権
者
側
の
債

権
の
帳
簿
価
額
で
計
上
す
る
こ

と
に
な
り
、
債
務
消
滅
益
は
生

じ
な
い
こ
と
に
な
る
。

�

会
社
更
生
手
続
き
に
係
る

期
限
切
れ
欠
損
金
控
除
の
規
定

①
制
度
の
概
要
（
法
人
税
法

５９
）法

人
が
企
業
の
再
生
を
図
る

た
め
に
、
債
権
者
か
ら
債
務
免

除
を
受
け
た
場
合
、
そ
の
免
除

の
金
額
は
益
金
と
な
り
課
税
対

象
と
な
る
。

こ
の
場
合
、
そ
の
法
人
の
前

７
年
内
に
生
じ
た
青
色
欠
損
金

で
相
殺
で
き
れ
ば
課
税
が
生
じ

る
こ
と
は
な
い
が
、
前
７
年
内

に
生
じ
た
青
色
欠
損
金
で
も
相

殺
で
き
な
い
金
額
に
つ
い
て

は
、
税
負
担
を
生
じ
さ
せ
る
こ

と
に
な
る
。

本
来
の
目
的
で
あ
る
企
業
の

再
生
に
つ
い
て
、
税
負
担
を
強

い
る
と
、
計
画
通
り
の
再
生
が

で
き
な
い
こ
と
を
考
慮
し
て
、

一
定
の
更
生
手
続
き
に
基
づ
い

て
進
め
ら
れ
る
も
の
に
つ
い
て

は
、
前
７
年
内
に
生
じ
た
青
色

欠
損
金
で
は
な
い
、
期
限
切
れ

欠
損
金
を
優
先
し
て
利
用
し
、

課
税
を
生
じ
さ
せ
な
い
た
め
の

制
度
が
「
会
社
更
生
等
に
よ
る

債
務
免
除
等
が
あ
つ
た
場
合
の

欠
損
金
の
損
金
算
入
」
制
度
で

あ
る
。

②
対
象
と
な
る
債
務
免
除
等

「
会
社
更
生
等
に
よ
る
債
務

免
除
等
が
あ
つ
た
場
合
の
欠
損

金
の
損
金
算
入
」
制
度
に
お
い

て
、
期
限
切
れ
欠
損
金
の
利
用

対
象
と
な
る
債
務
免
除
等
に

は
、「
債
権
を
有
す
る
者
か
ら

当
該
債
権
の
現
物
出
資
を
受
け

る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
債
権
を

有
す
る
者
に
対
し
て
募
集
株
式

又
は
募
集
新
株
予
約
権
を
発
行

し
た
場
合
（
法
人
税
基
本
通
達

１２
―
３
―
６
）
」
に
生
ず
る
債

務
消
滅
益
が
含
ま
れ
る
。

こ
の
取
扱
い
に
よ
り
、
一
定

の
更
生
手
続
き
に
基
づ
き
行
わ

れ
た
Ｄ
Ｅ
Ｓ
に
よ
り
生
じ
た
債

務
消
滅
益
に
つ
い
て
は
、
期
限

切
れ
欠
損
金
の
優
先
適
用
が
さ

れ
る
こ
と
に
な
り
、
期
限
切
れ

欠
損
金
の
金
額
と
７
年
内
に
生

じ
た
青
色
欠
損
金
額
の
合
計
額

ま
で
は
課
税
が
生
じ
な
い
こ
と

に
な
る
。

③
期
限
切
れ
欠
損
金
額

期
限
切
れ
欠
損
金
額
と
は
、

『
「
別

表

五
（
一
）
」
に

期

首

現
在
利
益
積
立
金
額
の
合
計
額

と
し
て
記
載
さ
れ
る
べ
き
金
額

で
、
そ
の
金
額
が
負
（
マ
イ
ナ

ス
）
で
あ
る
場
合
の
そ
の
金

額
』
で
あ
る
。（
法
人
税
基
本

通
達
１２
―
３
―
２
）

２

債
権
者
側
の
取
扱
い

�

有
価
証
券
の
取
得
価
額

①
一
般
的
な
取
扱
い

Ｄ
Ｅ
Ｓ
に
よ
り
債
権
の
現
物

出
資
を
し
た
債
権
者
側
で
は
、

債
権
の
譲
渡
と
と
も
に
株
式
の

取
得
の
取
引
と
な
る
。

こ
の
場
合
、
取
得
し
た
株
式

は
、「
金
銭
以
外
の
資
産
の
給

付
に
よ
り
取
得
し
た
有
価
証

券
」
に
な
り
、
そ
の
取
得
価
額

は
「
給
付
を
し
た
金
銭
以
外
の

資
産
の
価
額
」
と
な
る
。（
法

人
税
法
施
行
令
１
１
９
①
二
）

こ
の
規
定
に
よ
り
、
債
権
を

現
物
出
資
し
た
債
権
者
側
の
株

式
の
取
得
価
額
は
、
債
権
を
譲

渡
し
た
と
き
の
そ
の
債
権
の
時

価
と
な
る
。（
法
人
税
基
本
通

達
２
―
３
―
１４
）

こ
の
場
合
債
権
の
価
値
が
、

そ
の
債
権
の
帳
簿
価
額
を
下
回

る

場

合

に

は
、「
債

権

譲

渡

損
」
が
発
生
す
る
。

た
だ
し
、
そ
の
「
債
権
譲
渡

損
」
に
つ
い
て
は
、
寄
附
金
認

定
の
可
能
性
も
あ
る
た
め
注
意

が
必
要
で
あ
る
。

②
適
格
現
物
出
資
の
取
扱
い

Ｄ
Ｅ
Ｓ
に
よ
り
債
権
の
現
物

出
資
を
し
た
場
合
で
、
そ
の
現

物
出
資
が
適
格
現
物
出
資
に
該

当
す
る
場
合
に
は
、
債
権
者
側

で
の
株
式
の
取
得
価
額
は
、
債

権
の
帳
簿
価
額
を
付
す
こ
と
に

な
る
。

よ
っ
て
こ
の
場
合
、「
債
権

譲
渡
損
」
は
生
じ
な
い
こ
と
に

な
る
。

�

寄
附
金
と
し
て
の
取
扱
い

Ｄ
Ｅ
Ｓ
に
よ
り
債
権
の
現
物

出
資
を
し
た
債
権
者
側
に
お
い

て
、「
債
権
譲
渡
損
」
が
生
じ
た

場
合
に
は
、
前
述
の
と
お
り
、

そ
の
譲
渡
損
は
寄
附
金
の
額
に

該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

こ
の
場
合
「
債
権
譲
渡
損
」

は
、
一
種
の
債
権
放
棄
と
認
定

さ
れ
、
経
済
的
な
利
益
の
供
与

と
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。（
法

人
税
法
３７
⑦
）

な
お
、
合
理
的
な
再
建
計
画

に
基
づ
く
債
権
放
棄
等
の
場
合

に
、
子
会
社
等
の
倒
産
を
防
止

す
る
た
め
に
や
む
を
得
ず
行
わ

れ
た
場
合
等
で
、
相
当
の
理
由

が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
寄
附
金
の
額
に
該
当
し
な

い
取
扱
い
が
あ
る
。（
法
人
税

基
本
通
達
９
―
４
―
２
）

３

完
全
支
配
関
係
に
お
け
る

Ｄ
Ｅ
Ｓ
取
引

平
成
２２
年
度
の
税
制
改
正
に

よ
り
、
完
全
支
配
関
係
に
あ
る

法
人
の
税
制
上
の
取
扱
い
が
改

正
さ
れ
、
平
成
２２
年
１０
月
１
日

よ
り
、
法
人
間
の
資
産
の
譲

渡
、
法
人
間
の
寄
附
や
受
贈

益
、
そ
の
他
の
規
定
に
つ
い
て

改
正
さ
れ
た
。

し
か
し
、
完
全
支
配
関
係
の

あ
る
法
人
間
の
Ｄ
Ｅ
Ｓ
取
引

は
、
適
格
現
物
出
資
に
該
当

し
、
前
述
の
適
格
現
物
出
資
の

取
扱
い
と
な
る
。

おお
わわ
りり
にに

今
後
急
速
に
景
気
が
回
復
す

る
と
は
見
込
め
な
い
現
在
、
債

務
超
過
の
解
消
に
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
を

検
討
す
る
場
面
も
出
て
く
る
で

あ
ろ
う
。

し
か
し
前
述
の
と
お
り
、
現

物
出
資
す
る
債
権
の
価
値
を
考

慮
し
て
進
め
な
い
と
、
資
本
取

引
と
は
い
っ
て
も
課
税
関
係
が

生
ず
る
こ
と
も
あ
る
た
め
注
意

が
必
要
で
あ
る
。
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